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平成 18 年 12 月 11 日 

 

各  位 

 

会 社 名 株式会社マルハグループ本社

代表者名 代表取締役社長 五十嵐 勇二

（コード番号 １３３４ 東証第一部）

問合せ先

経営企画本部広報・IR グループ長 川 文人

（TEL 03-3216-0821）

会 社 名 株 式 会 社 ニ チ ロ

代表者名 代表取締役社長 田中 龍彦

（コード番号 １３３１ 東証第一部）

問合せ先

総合企画部広報室長 朝倉 国満

（TEL 03-3240-6208）

 

 

 

株式会社マルハグループ本社と株式会社ニチロの経営統合について 

 

 株式会社マルハグループ本社（以下「マルハ本社」という）と株式会社ニチロ（以下「ニチロ」という）は、本日開

催したそれぞれの取締役会において、株式交換による両社の全面的な統合を対等な精神で行うことについて

決議し、基本合意書を締結いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

１. 経営統合の背景と目的 

 

 昨今の少子高齢化社会到来による食市場の成熟化や、高騰を続ける原料価格や食の安心・安全問題、小

売・中間流通の集約化・大型化などの流通再編、また世界的な水産物需要の拡大など、水産・食品事業を取り

巻く環境は益々厳しさを増しております。 

 このような環境の変化に対して、業界各社は、優位性のある事業の成長戦略や新規分野への参入などによ

る総合化など、競争優位を獲得するためにそれぞれの戦略の下で事業の拡充に注力しているものと考えてお

ります。 

 現在マルハグループにおいては、強力な海外ネットワークを基盤とした圧倒的な調達力を背景に、荷受事業

再編による国内販売網の強化、海外販売・加工への積極投資などによる水産事業の成長が最大の戦略目標

であります。一方ニチログループは、事業の重点を食品事業、中でも冷凍食品事業に置き、現在まで蓄積され
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た生産技術、商品開発力を生かし、規模を拡大するとともに収益力を上げていくことを最大の戦略目標にして

おります。 

 両社の統合は、水産物のグローバルな調達や商事に強みを持つマルハグループと、食品の開発、製造に

強みを持つニチログループが一体となることで、規模の拡大と機能の相互補完を行いながら、生産や販売体制

の更なる効率化を実現するものであります。また、両社の優位性を最大限発揮することによって、開発から調

達・製造加工・販売・物流保管までの一貫体制（サプライチェーン）をより強固なものとし、多様化する顧客ニー

ズに応える魅力的な商品提供を可能とするものであります。加えて、両社の強みとする分野には重複部分があ

まりないことから、充実した商品ラインナップを構築できるものと考えております。 

 

 今回検討の結果、期待できる効果は大きく、国内外の更なる成長戦略を実現するためには、両社の経営統

合は最善の選択であると判断しました。統合会社は、水産・食品事業をコアとした、世界の食へ貢献する水産

食品企業グループ、21 世紀のエクセレントカンパニーを目指します。 

 

２. 新しい企業グループについて 

 

 経営統合は、両社対等の精神のもとに行います。すでに持株会社である株式会社マルハグループ本社は社

名を株式会社マルハニチロホールディングスへと変更し、同社を継承会社として、株式会社ニチロとの株式交

換を行うことで、新たな両社統合持株会社とします。 

 さらに株式交換以降、事業再編により事業の統合を行い、新しい企業グループとなります。 

 新しい企業グループは、新統合持株会社と主要 4 事業会社（水産、食品、畜産、物流保管）および共通機能

会社の体制を計画しております。 

また、将来的には、2010 年を目途に、売上高 1 兆円、営業利益 300 億円（売上高営業利益率 3.0%）を目指し

ます。 

 

（１） 新統合持株会社 

    名称（商号） ： 株式会社マルハニチロホールディングス 

             （英文名称は、Maruha Nichiro Holdings , Inc.） 

    本店所在地 ： 東京都千代田区大手町一丁目 1 番 2 号 

    経営体制   ： 代表取締役会長  田中 龍彦 （現ニチロ代表取締役社長） 

               代表取締役社長  五十嵐 勇二 （現マルハ本社代表取締役社長） 

               なお、その他の代表取締役、取締役、監査役については株式交換契約書締結までに

決定いたします。 

    決算期    ： 年 1 回  3 月 31 日 

    なお、資本金および発行予定株式数は決定次第お知らせいたします。 

 

（２） 新統合持株会社化への進め方 

新統合持株会社化は、両社対等の精神で行われますが、その方法は、2007 年 10 月 1 日付（予定）で、

完全親会社をマルハ本社、ニチロを完全子会社とする株式交換により行い、新統合持株会社を形成いた

します。 

また、株式交換以降、順次グループ会社の再編を予定しております。 



 

 3

（３） 新統合持株会社の機能 

新統合持株会社は、グループ企業を統括し、グループ全体の経営戦略、財務、その他横断機能を持ち、

事業ポートフォリオ経営により、グループの企業価値の最大化を目指してまいります。 

 

（４） 各事業部門及び管理部門について 

【水産事業部門】 

 全体規模としては、売上高約 6,400 億円となり、国内外におけるプレゼンスが一段と高まります。両社が

目指している水産加工を更に推し進め、収益アップを目指します。水産商材のフルライン化とシェアアップ

を図り、グローバルな漁業・養殖、加工、販売および海外調達の機能強化を目指します。 

【食品事業部門】 

 全体規模としては、売上高約 2,700 億円となり、総体としての商品ラインナップの拡充による業容の拡大

を図ります。また、生産部門と販売部門の再編により、収益アップを目指します。更には、研究開発、製造

技術の交流により、新商品開発力の向上を目指します。 

【畜産事業部門】 

 全体規模としては、売上高約 500 億円となります。原料買付、販売から加工品の製造販売までのサプラ

イチェーンが確立でき、また、北海道から九州までの全国販売ネットワークが構築されます。今次経営統

合により、更なる経営効率の向上を目指します。 

【物流保管事業部門】 

 全体規模としては、売上高約 220 億円となります。保管能力は総トン数 59 万トン（業界第 3 位）となりま

す。グループ冷蔵庫集約による集荷数量の増加を目指すとともに、効率的な事業運営を目指します。 

【管理部門】 

 両社の重複機能の効率化により、本社部門を中心とした管理コストの削減を図ります。具体的にはシェ

アードサービス会社の充実・活用並びに人材の最適配置を図ってまいります。 

 また、研究開発や品質管理については、統合によるノウハウの共有により、更なる強化が期待できるも

のと考えております。具体的には美味しさや簡便さへの追求はもちろんのこと、食の安心・安全や環境問

題に対応した品質の高い新商品の開発力を向上させることで、お客様の期待以上の価値を提供していき

たいと考えております。 

 

３. 経営統合の効果について 

 

 （１） 事業体制の最適化 

グループ会社を含めた全事業分野における再編を行うことで、効率化が見込めます。 

 （２） 収益効果 

調達力、国内外の生産・販売機能の活用、製造技術、商品開発力や品質管理等のノウハウ、物流保管

などのインフラの共有などにより、収益力の向上が見込めます。 

 （３） コストダウン効果 

重複機能の効率化（生産・販売拠点再編や管理業務）により、コストダウンが見込めます。 

（４） 財務体質の改善 

資産圧縮、有利子負債の削減を促進させ、財務基盤の安定化を図ってまいります。 
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４. 新統合持株会社形成のための株式交換について 

 

 （１） 株式交換の日程 

平成 18 年 12 月 11 日      両社取締役会決議、基本合意書締結 

平成 19 年 5 月下旬（予定）   株式交換契約書承認取締役会 

平成 19 年 6 月下旬（予定）   株式交換契約書承認株主総会（定時） 

平成 19 年 10 月 1 日（予定）  株式交換の日（現マルハ本社をマルハニチロホールディングスへ社名変

更） 

 

 （２） 株式交換比率 

株式交換比率は、第三者機関の評価を踏まえ、両社協議の上、決定いたします。 

 

 （３） 統合後における上場に関する事項 

マルハ本社（共同持株会社として社名変更し、株式会社マルハニチロホールディングスとなります）が上

場を継続いたします。また、ニチロは証券取引所の規則等に基づき、平成 19 年 9 月末までに上場を廃止

する予定です。 



 

 5

５. 株式交換の当事会社の概要 （平成 18 年 9 月 30 日現在） 

 

（1） 商号 
株式会社マルハグループ本社 

（完全親会社） 

株式会社ニチロ 

（完全子会社） 

（2） 事業内容 

水産物卸売業等を営む会社の

株式を所有することによる当該

会社の事業活動の支配及び管

理等 

加工食品の製造販売、水産物

の買付販売、飲料の製造販売

等 

（3） 設立年月日 平成 16 年 4 月 1 日 大正 3 年 3 月 12 日 

（4） 本店所在地 
東京都千代田区大手町一丁目

1 番 2 号 

東京都千代田区有楽町一丁目

12 番 1 号 

（5） 代表者 取締役社長 五十嵐勇二 取締役社長 田中龍彦 

（6） 資本金の額 29,000 百万円 12,224 百万円 

（7） 発行済株式総数 
普通株式  343,244,208 株 

優先株式   7,030,000 株 

普通株式  164,373,980 株 

優先株式  8,000,000 株 

（8） 純資産の額 46,126 百万円 21,991 百万円 

（9） 総資産 195,751 百万円 119,500 百万円 

（10） 事業年度の末日 3 月 31 日 3 月 31 日 

（11） 従業員の数 95 名 803 名 

（12） 主要取引先  
㈱菱食、㈱日本アクセス､三菱

商事㈱ 

（13） 大株主及び持株比率 

大東通商 

日本トラスティ信託 

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託 

みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 

農林中央金庫 

15.09% 

11.39% 

 4.24% 

 3.78% 

 2.91% 

東京海上日動火災 

農林中央金庫 

明治安田生命保険 

日本トラスティ信託 

日本生命保険 

 6.07% 

 4.99% 

 3.19% 

 3.12% 

 2.66% 

（14） 主要取引銀行 

㈱みずほコーポレート銀行 

農林中央金庫 

三菱 UFJ 信託銀行㈱ 

㈱山口銀行 

中央三井信託銀行㈱ 

農林中央金庫 

㈱みずほコーポレート銀行 

三菱 UFJ 信託銀行㈱ 

㈱三菱東京 UFJ 銀行 

㈱三井住友銀行 
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６. 最近 3 事業年度の業績（単体） 

 

 株式会社マルハグループ本社 

（完全親会社） 

株式会社ニチロ 

（完全子会社） 

事業年度 
平成 16 年

3 月期 

平成 17 年

3 月期 

平成 18 年

3 月期 

平成 16 年

3 月期 

平成 17 年

3 月期 

平成 18 年

3 月期 

売上高 

（百万円） 
－ 3,915 6,914 177,093 169,110 167,136

営業利益 

（百万円） 
－ 2,382 1,899 2,217 2,409 1,623

経常利益 

（百万円） 
－ 2,160 2,159 2,241 2,654 1,267

当期純利益 

（百万円） 
－ 1,969 1,787 △57 △3,624 397

1 株当り当期

純利益（円） 
－ 6.54 4.63 △0.35 △22.07 1.63

1 株当り年間

配当金（円） 
－ 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00

1 株当り 

純資産（円） 
－ 91.37 93.03 119.82 86.84 87.72

 

 

7. 最近 3 事業年度の業績（連結） 

 

 株式会社マルハグループ本社 

（完全親会社） 

株式会社ニチロ 

（完全子会社） 

事業年度 
平成 16 年

3 月期（※） 

平成 17 年

3 月期 

平成 18 年

3 月期 

平成 16 年

3 月期 

平成 17 年

3 月期 

平成 18 年

3 月期 

売上高 

（百万円） 
757,893 747,181 719,275 250,368 246,993 254,140

営業利益 

（百万円） 
11,792 13,406 10,661 4,984 6,436 4,517

経常利益 

（百万円） 
9,125 11,237 12,084 3,764 5,087 3,452

当期純利益 

（百万円） 
1,930 △15,143 4,647 709 △7,186 2,117

1 株当り当期

純利益（円） 
6.30 △50.81 14.12 4.00 △43.92 12.05

1 株当り 

純資産（円） 
121.84 62.05 87.07 113.81 59.53 76.76

   （※）マルハ本社の平成 16 年 3 月期は、持株会社制移行前ですので、マルハ連結を記載しております。 
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８. 株式交換後の状況 

 

（１） 業績に与える影響 

業績に与える影響については、詳細を決定次第、お知らせいたします。 

 

（２） 見込まれる会計処理の概況 

① 企業結合上の分類 

マルハ本社は、取得（パーチェス法の適用）に該当する見込みです。 

② 損益への影響 

損益の影響については、詳細を決定次第、お知らせいたします。 

 

以 上 


